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要約
　戦争の原因として、主権の概念による明確な領域性、ナショナリズムによ
る強い凝集力、また軍事技術の進歩など、国民国家に内包する暴力性を考察
する。主権の概念により、主権の過度な主張と境界線の膨張が進み、ナショ
ナリズムの発生により、国家への忠誠心が強まり、戦争がより激烈になる。
国民皆兵により戦う意志のない者、他国への憎悪のない者まで戦わされるよ
うになる。
　次に、経済的観点や軍産複合体の視点から戦争原因を分析する。第二次大
戦前までは、戦争が儲かることもあったが、現在では戦争は多くのコストが
かかり、経済を疲弊させている。湾岸戦争やイラク戦争など最近の戦争は莫
大な費用を浪費している。
キーワード　戦争原因、暴力、国民国家、主権、ナショナリズム、軍産複合
体、経済的コスト
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はじめに
　本稿では、戦争の原因として、国民国家に内包する暴力性と、経済や軍産
複合体の観点から戦争が要請される側面を考察する (1)。
　まず、暴力の集中によって、国民国家が形成されたことを見ていき、伝統
的国家と国民国家の相違点を述べる。国民国家は絶対主義時代に外枠である
ステイトが形成され、その後、市民革命の時代に内実であるナショナリズム
が付与され、ここにネイション＝ステイト、つまり国民国家が作られた。
　国民国家における主権は、国家や国民を内と外を分ける線引きの論理であ
り、内＝安全、外＝危険という安全保障概念により、対立が助長された。ナ
ショナリズムは信条価値であり、戦争が単なる物や土地をめぐる争いではな
く、イデオロギーによる殲滅戦となった。このように国民国家において、主
権の概念による明確な領域性、ナショナリズムによる強い凝集力、また軍事
技術の進歩などにより、戦争が激烈になったのである。
　第二次大戦までは、戦争により経済成長をする場合もあったが、現在では
短期的に一部の人々や組織が潤うこともあるが、戦争は経済成長を伴わなく
なった。にもかかわらず、軍産複合体が存在し、戦争を望む勢力があること
も事実であり、戦争を作り出すこともある。このように今後の戦争の低減化
に対して、経済的観点から戦争を考察することも重要であろう。
１．国民国家と戦争
(1) 暴力の集中と国民国家
　暴力の集中による権力機構の整備が、近代の国民国家において初めて完成
した。つまり政治権力は国民国家の成立と共に最も明確な姿を現したのであ
る。古代や中世社会において、暴力は武士や騎士、封建諸侯の間に分散し、
そもそも封建社会が確立する前は、農民たちも武器を持って自衛していた。
しかし近代に入り、刀狩り、廃刀令を契機とする中央集権権力への暴力の集
中が、世界のどの国家においても起こったのである。傭兵、やがては徴兵制
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による中央政府の軍隊が創設され、政治権力の物理的基盤となる。鉄砲を中
心とする兵器の近代化が、この過程に拍車をかけた（高畠 1976 :57）。
　近代における主権国家体制が成立する前は、あらゆる暴力集団が戦争の主
体になりえた。近代以後は、主権を持つものとして承認された暴力組織のみ
が戦争遂行のアクターになることができるようになった。逆にいえば、近代
の政治システムのなかでは、戦争は、ふたつ以上の主権国家が国境をこえて
行う武力紛争として定義されたのである（萱野 2005 :179,181）。
　近代において国民国家が成立したのは、人々が暴力への自由を自ら放棄し
たからではなく、まず人々に暴力行使を禁止することができるだけの力を集
中させた統治権力ができて、その統治権力が強制的に暴力行使を禁止するこ
とで、近代の国民国家は成立した（萱野 2016 :44-45）。このように近代国家
は内外から生じる諸暴力を抑え込むための合法化された暴力を保持しており、
まさに暴力性を内包した存在なのである（小林 2011 :62-63）。
　近代において国民国家が形成されたことにより、さらに戦争との関係は深
いものとなる。歴史家のクインシー・ライトは戦争が問題となってきた理由
として、世界の縮小、科学の進歩や発明による歴史の加速化、軍事的発明の
進展、民主主義の台頭の四つをあげている（Wright 1983 :4）。これらはどれ
も近代の産物であり、国民国家のもとで進行したものである。したがって、
戦争が問題となった主要因を国民国家との関係の中に見いだすことができる
のである。
(2) 国民国家の特徴
　国民国家は特定の領土において主権を主張し、厳密な法典を有し、軍隊に
よる統制に支えられた統治装置をともなっている。しかしながら、国民国家
の主要な特徴のなかには、伝統的国家の特徴とはむしろ際立った対照をなす
ものがある。以下、伝統的国家と国民国家の相違点を三点に渡って述べる。
　第一に、伝統的国家が支配した領土の境界は、多くの場合明確に定められ
ていないため、中央政府の及ぼす統制の度合いは極めて弱かった。しかし国
民国家では、政府が明確な境界によって区画された地域にたいして支配権を
有し、その境界内で最高権力となる主権の観念が誕生した。これが伝統的国
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家と国民国家との違いの第一点目である（Giddens 1989=1992 :295-296）。
　この国民国家の領域性について、上野によれば、一定の境界線で囲まれた
均質な領域性という想定は、近代政治を根底で支える要石のひとつである。
そうした均質な領域性を確立・維持すべく、内部と外部とを区別する包括－
排除の暴力が近代世界において繰り返し行使されてきたのであった。境界線
が引かれるところにつねに近代性の暴力は発動してきたのであり、その意味
で領域性はそうした暴力を可能にする不可欠の条件として機能してきたので
ある（上野 2006 :31）。
　第二に、伝統的国家では国王や皇帝が支配する住民のほとんどは、自分た
ちを統治する人々についてあまり気にもとめず、あるいは関心を持たなかっ
た。普通は支配階級やかなり裕福な集団だけが、国王や皇帝の支配を受ける
人たちが形づくる共同体にたいし、共属感情を抱いていたにすぎなかった。
対照的に国民国家では、その政治システムの領土内に住む人たちのほとんど
が、共通の権利と義務を有する市民であり、また自分が国民の一人であるこ
とを認識しているのである。
　第三に、第二とも関連するが、国民国家がナショナリズムの勃興と関係し
ていることである。人はおそらく、家族や氏族、宗教集団などいろいろな種
類の社会集団に、常になんらかのアイデンティティを抱いてきた。しかしな
がら、ナショナリズムは近代国家の発達によって出現したのである。ナショ
ナリズムは、明らかに他と異なる共同体にたいするアイデンティティの感情
の表出なのである（Giddens 1989=1992 :295-296）。
　伝統的国家と国民国家の相違点は、明確な境界による主権、共属感情及び
ナショナリズムに求めることができるであろう。これらは戦争と深く結びつ
き、戦争を引き起こすものとなり、場合により戦争の激烈さを増大させる要
因にもなっているのである。
　
(3) 主権とナショナリズムによる国民国家
　主権の概念とナショナリズムを有する国民国家は、どのようにして出来た
ものなのか。福田によれば、まず絶対主義時代に国民国家の外枠であるステ
イトが成立した。それは権力、支配機構としての国家であり、国家を越える
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上位の権力を否定した主権の概念によって成り立っていた。主権を国内にお
いても国外においても認めさせ、円滑に行使し、反対するものには強制力を
働かせるための手段として常備軍と官僚制を国家は有していた。このように
現代においても、絶対主義時代の名残りが存在していることになる。このこ
とは国家主権が変容し、ゆらいではきているが、まだ現前として国家主権が
存在していることを意味しているのである。
　このような主権国家としての外枠を有するステイトが絶対主義時代に誕生
した。次に市民革命の時代に、国家の内実としてのナショナリズムが台頭し
ネイションが付与され、ここにネイション・ステイトつまり国民国家が成立
することになる。ナショナリズムの高揚は、自分が国民の一員であるとの
意識をもたらし、国民意識、国家への忠誠心が生まれた（福田 1988a, 福田 
1988b）。だがこのような歴史的経緯どおりに一元的に国民国家が構成され
ることはまれであり、単なるひとつのモデルと言えよう。そもそも一民族一
国家は存在せず、本家であるフランスでさえ、20 世紀になってもフランス
語が分からない人々がいたのである。
　主権国家としての国民国家は主に二つの機能を持っている。対内的には紛
争の解決と社会秩序の維持である。国内の民衆を管理し、異民族や様々のマ
イノリティをマジョリティに同化し、しばしば抑圧、収奪する。また対外的
には外敵からの防衛機能である。主権国家は自己の国境を強く主張し、国境
を接する国々との確執を生むことになる。さらに国境を広げ、国家を膨張さ
せようとする傾向を持っているのである。
　主権国家体制の成立は、国家が社会のなかで暴力への権利をもった唯一の
存在となることと切りはなせないのである。暴力への権利が一元化されると
いうことが、主権の成立の基礎にある。すでに見たように、ウェーバーは「合
法的な暴力行使の独占」によって近代国家を定義した。この独占が、近代国
家をそれ以前の国家から区別するのである。主権国家体制は、そうした近代
国家の形成をつうじて構築されてきた（萱野 2005 :160）。
　このような内と外を分ける主権概念に裏打ちされた線引きの論理は、内＝
安全、外＝危険という安全保障概念とも密接である。そもそも安全保障概念
は私たちの不安を前提としている。すなわちそれは、国際関係においては友・
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敵論にたち、社会関係については個人間の関係を敵対的に捉え、また諸個人
の主観レヴェルにおいては、予見不可能な未来に対する人々の不安・危険を
かき立てることによって成立し、維持されてきた支配的な政治観である。今
までの政治観は、国家による暴力の独占を、自然状態＝戦争状態と考えるこ
とで正当化し続けてきた。そのような政治観は何世紀もかけて執拗に、私た
ちの不安や恐怖を取り除いているように見せかけ、また国家による安全保障
がなくなるならば、どうなるかわかっているか、というメッセージを送り続
けていたのである（岡野 2007 :215-235）。
　
(4) ナショナリズムと国民国家
　ナショナリズムについてさらに考察すると、ナショナリズムは、人間に本
来あるような所与のものではなく、歴史的、地域的につくられた存在拘束性
を帯びたものである。一般にナショナリズムは、フランス革命において発生
したと言われている。フランス革命に反対する諸外国からの干渉戦争により、
フランス国民としての一体感を強め、他国に対峙する必要から、ナショナリ
ズムが台頭したのである。
　戦時にもしくは国家の存続が脅かされた時に、ナショナリズムが高揚する
場合が多い。しかし逆に、戦争に駆り立てるために、国家の指導者らがナショ
ナリズムを意図的に高揚させることもある。
　このナショナリズムに関連して、国民国家という形態がなぜ近代政治体制
において普遍的で説得的なモデルたりえたかという理由は以下のように説明
できよう。国民国家はその形成を通じて、住民たちを文化的に統合していく
とともに、身分的な垣根を取り払うことで形式的にせよ平等主義を実現して
きた。それは住民たちに、国家の暴力の実践へと身を投じるよう強要するこ
とと引きかえに、政治的なものへの平等なアクセス権を保証したのである（萱
野 2005 :198）。
　またナショナリズムは、戦争をより激烈にするという役割も果たした。ラ
イトによれば、「文明が進歩するにつれて、戦争に訴えるための正当化は、
より抽象的にまた客観的（Wright 1983 :94）」になる傾向を持っている。つ
まり国民国家以前、特に初期人類の戦争では、食物や人間、土地などを奪う
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ために、集団構成員のほぼ全員の要請により戦った。しかし近代以降では、
宗教、イデオロギーなどのより抽象的な概念により戦う場合が多くなったの
である。
　生きていくために追求する必要物としての社会的価値を、生存と直接関係
する生命、健康などの安全価値、生存の手段に関係する食物、金銭、エネル
ギー、技術などの利益価値、そして生存の目的に関係する信仰、自由、平等、
文化などの信条価値に分けることができるとするならば（初瀬 1991 :75）、
ナショナリズムは信条価値的なものとすることができるであろう。別々の信
条価値を持つ人々は通常、平和共存できるが、いったん信条価値をめぐって
紛争が発生すると、全面対決にまで発展し、相手方を抹殺せねばならない時
も場合によっては生じる。もちろんナショナリズムがそのまま信条価値とな
るわけではないが、ナショナリズムや国家への忠誠心が信条価値的なものに
組み込まれ、他者、他国への憎悪が駆り立てられたのである。過去の人類史
に見られたように食物、土地のために戦うのではなく、憎悪やイデオロギー、
自国への忠誠心により戦うようになり、戦争がより激烈になるのである。
　また国民国家の国民皆兵のシステムや総力戦により、本来は敵対国とされ
ている国への憎悪や利害の不一致のない人まで、戦わねばならなくなってし
まった。戦いたくも、殺されたくもない者が国家の名のもとに動員されるよ
うになったのである(2)。
　
(5) 国民国家と戦争
　このような国家及び国民国家と戦争との密接な関係を説いた者にジャン・
ジャック・ルソーがいる。彼は、戦争は国家によって発生するという。人
は自然のままでは決して敵ではない。戦争が起こるのは物と物との関係か
らであって、人と人との関係からではない。戦争は人と人との関係でなく
て、国家と国家の関係なのであり、そこにおいて個人は、人間としてではな
く、市民としてでさえなく、ただ兵士として偶然にも敵となる。祖国を構成
するものとしてでなく祖国を守るものとして敵となるのである（Rousseau 
1762=1954 :22-24）。
　ホッブズにとって自然状態が戦争状態であったのに対して、ルソーは自然
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状態を平和状態とみなし、社会状態を戦争状態とみていた。ルソーは、人間
は本来の性質上平和を好むので、人間と人間との間に全般的な戦争は存在せ
ず、国家相互の間で起こると考えていたのである（松本 1992 :74-75）。
　このように戦争の原因のひとつに国家及び国民国家の存在があげられるで
あろう。人類の平和にとって最大の問題は国家の存在それ自体にある。国家
による直接的な暴力行使が戦争である。つまり戦争こそ国家の国策遂行の一
手段にほかならない。また軍隊や警察という組織的暴力は国家の内部に制度
として留保されているのである。したがって平和社会建設のためには、国家
の組織的暴力のあり方そのものにも目を向ける必要があろう（中谷 1988 :5）。
さらに国民国家は、主権の概念による明確な領域性、共属感情やナショナリ
ズムによる強い凝集力、また国民国家の時代に付与された国民皆兵、総力戦、
軍事技術の進歩などがより戦争を促進し、激烈にさせたのである。
　国民国家体制下において、軍隊の発砲率も上昇してきた。本来人間は同類
である人間を殺すことに抵抗感があるので、第二次大戦における米兵の発砲
率は 15 から 20％だった。まさに人間は戦場において、良心的兵役拒否者に
なったのである。しかし軍隊は躊躇なく敵兵を殺せる殺人マシーンを養成す
るようになる。射撃目標を人型にして実践で人間を殺すことに抵抗感をなく
させ、また相手が人間以下であるとの洗脳をすることにより殺人への心理的
距離をなくさせ、武器を高度化することにより殺人現場を見せなくさせて物
理的距離を増大させた。これらのことにより、ベトナム戦争では発砲率は
90 から 95％に上昇したのである（Grossman 1995=2004 :41,61,77,390）。
　このように国民国家において、絶対的主権の概念が生まれ、排他的な領域
性と共属感情が生じ、戦争が拡大していった。信条価値に訴えるので、敵の
殲滅を目指すようになり、戦争がより激烈になったのである。
２．経済における戦争原因
(1) 戦争の経済的メリット
　ここでは、戦争を経済的観点から考えてみたい。19 世紀から第一次大戦
までの古典的帝国主義の時代には、戦争の便益はコストを上回る傾向があり、
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その結果、軍拡を行い戦争に勝利した国では、経済成長率が高まることが多
かった。これに対して、第二次大戦後には、軍拡をすればするほど経済成長
率が鈍化し、経済荒廃が進むという新現象が、いくつかの国で生まれてきた。
　第二次大戦以前において、戦争が経済成長をもたらす条件として以下のよ
うなことが考えられる。第一に、戦勝国による敗戦国の領土の併合や賠償金
の取り立てが自由にできた。第二に、敵との軍事技術に差があるため、短期
に勝負がつき、コストがかからなかった。第三に、軍需と民需の壁が高くな
く、軍事技術の成果を民需用技術に転換するのが容易にできた。第四に、不
況時に戦争を始めると、軍事需要が発生するが、代金は政府が払ってくれる
ので焦げ付かない。第五に、広範な国民の間に愛国的熱狂を生み出せた。し
かし現在においては、これらの経済成長をもたらす条件が当てはまらなくな
りつつあるのである。またこの中には、人命の破壊、精神的負担、資源・コ
ミュニティ・文化の損失などを含む総コストは、計算外におかれているのは
言うまでもないのである（藤岡 2004 :211-223）。
　ポール・ポーストも条件がそろえば、戦争は経済にとって有益だとしてい
る。その条件として、開戦時点での低経済成長および開戦時点での低いリ
ソース利用度、戦時中の巨額の継続的支出、紛争が長引かないこと、本土
で戦闘が行われない戦争であること、資金調達がきちんとした戦争である
ことなどである。ただし、経済的に効率的な戦争となるための基準の多く
を、特にベトナム戦争以降の最近の戦争は満たしていないのである（Poast 
2006=2007 :104）。
　
(2) 戦争の経済的デメリット
　現在、戦争が一部の指導者や国家の要請ではなく、産業界や多数の人々の
支持、特に経済的要請により行われるようになってきている。このような戦
争の新たな状況をベルクハーンは、「新しい軍国主義」と定義している。彼
によれば、新しい軍国主義とは、工業化を達成し終わった高度技術社会に出
現するものである。その特色は圧倒的に文民的な、大量消費社会のなかで作
動し、押しボタンによる核兵器の抑止力に依存する文民と軍との共生関係の
なかに存在するものである。そこに成立するのが、軍産複合体なのである
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（Berghahn 1986=1991 :198）。
　新しい段階に入った戦争と平和の問題は、軍産複合体をもたらした。軍産
複合体は、現代社会を大きく包み込む構造であり、現代の戦争の原因の一つ
ともなっている。軍産複合体は、第三世界へ武器供与し、この地域での貧困
や紛争の原因ともなっている。
　政府との契約を受けられる個別企業にとっては、戦争は経済的に有利なも
のとなる場合もある（Poast 2006=2007 :105）。短期的、また一部の企業は戦
争で潤うこともあるが、長期的に経済界全体から見れば、戦争は経済的にも
大きなコストがかかるのである。
　第二次大戦後には、今まで述べたような条件が変わり、戦争は当事国経済
の衰退をもたらすようになった。その理由として次のようなことが考えられ
よう。
　第一は、国際関係が変化し、内政干渉や侵略、領土の併合、賠償金の取り
立てが国際的に禁止されたことである。
　第二は、核軍拡のためのコストが暴騰したことである。核弾頭の運搬手段
たるミサイルや戦略爆撃機、原子力潜水艦や空母、運搬手段をターゲットま
で正確に誘導するための宇宙衛星や情報システムといった核兵器の付属部分
の値段はどんどん高騰していったのである。1946-93 年の間の米国の軍事支
出総額は、14 兆ドル程度であり、軍事支出の４割弱が核軍拡関連の分野で
あった。14 兆ドルという額は、全米の製造業の工場・設備の総額に社会資
本の総額を加えたものを上回っているほどである。
　第三は、生産力の増強を競う時代に、軍事部門は民間に転換できないこと
である。生み出される軍事技術が、明治期の日本のように民需部門に伝播し、
民間の技術革新を促進できれば、軍事支出の資源略奪作用はその分だけ緩和
されるであろう。しかし核兵器を主軸にして宇宙空間にまで広がった軍拡は、
民間には応用できないような特殊な軍事技術を過剰に発展させることになっ
たのである。
　第四は、軍拡の人間的・エコロジー的コストである。様々の核物質、核実
験、劣化ウラン弾や地雷などによって、大地が汚染されたり、正常な経済活
動ができなくなったりしたコスト、戦争のなかで家族が解体させられたコス
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ト、精神を病んだ人たちへの補償コストなどを含めると、軍拡と戦争の被害
コストは天文学的数字となるであろう（藤岡 2004 :211-223）。
　
(3) 最近の問題
　憲法学者の小林直樹によれば、現代の兵器生産の構造的パラドックスとし
て次のようなことが挙げられる。第一に、兵器の大量生産と蓄積は、その使
用とはけ口を求める軍隊や軍需産業などの組織を刺激し、戦争への危機が高
まる。第二に、兵器を大量生産する先進諸国は、兵器の改良や財政上の必要
から、積極的な武器輸出政策をとるが、その多くの輸入国である発展途上国
では、内戦の勃発や拡大に武器が使われやすい。第三に、兵器は人間の生活
や文明の進歩に反する非生産的な浪費であり、そのために大量に資源を使う
ことは、私たちの子孫の生活権を侵害することになる。第四に、大量の兵器
の行使はもちろん、その廃棄によっても自然環境を破壊・汚染する。第五に、
最大の危険は、偶発による核戦争の勃発にあるが、兵器の改良・増産はその
危険を増進させる（小林 2011 :95-96）。
　最近の戦争では、経済的負担は莫大な金額に上る。ノーベル経済学賞受賞
者であるジョセフ・スティグリッツは、2008 年時点の著書で、米国に課せ
られるイラク戦争の経済的コストの総額は３兆ドルとしており、他の国に課
せられるコストを合わせれば、総額は６兆ドルにも達する。おそらく現時点
ではそのコストはさらに増えているだろう。また戦争が終わってもコストは
さらに増え続けていく。例えば、1991 年の湾岸戦争で戦った米国の退役軍
人に対して、毎年 43 億ドルを超える補償金、恩給、障害手当を払い続けて
いる。湾岸戦争の障害手当だけで、2008 年の時点で、合計 500 億ドル以上
も費やしている（Stiglitz 2008=2008 :6,8）。
　現在、戦争は儲からないものになっている。にもかかわらず、軍産複合体
等の存在により、戦争が作りだされている。また戦争の経済的コストは莫大
であり、国家財政をも圧迫しており、経済的観点からしても戦争の低減化が
望まれているのである。
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おわりに
　集団的闘争に法的にも社会的にも正当性が与えられるようになったのが、
近代の国民国家である。暴力の集中による権力機構の整備が国民国家にお
いて初めて完成したのである。主権の概念により、国内においては支配が、
国外においては主権の主張と境界線の膨張が進んでいった。ナショナリズ
ムは 18 世紀後半以降の現象であり、近代国民国家の所産である（Giddens 
1985 :116-119）。そのナショナリズムの発生により、国家への忠誠心が強ま
り、戦争がより激烈になった。国民皆兵により戦う意志のない者、他国への
憎悪のない者まで戦わされた。さらに総力戦により国家をあげて戦争に狂奔
し、軍事技術の進歩により戦禍が大規模になった。このように国民国家に内
包する様々な特徴が戦争の大きな原因となっているのである。
　また現在では経済的観点や軍産複合体の視点から戦争原因を見ることは非
常に大切であろう。市場や経済の直接的・間接的要請で戦争が要求される場
合が多いからである。第二次大戦前までは、戦争が儲かることもあったが、
現在では戦争は多くのコストがかかり、経済を疲弊させている。湾岸戦争や
イラク戦争など近年の戦争は莫大な費用を浪費している。
　実際に兵器を作っている人々や基地及びその周辺で働いている人たちは、
自分たちが軍事化に荷担し、「人を殺すために働いている」という意識はほ
とんどないのである（島本 2008）。やむを得ず生計のため軍関連で働き、目
の前に与えられた仕事を家族のために一生懸命やる。その結果として、どこ
かの国の人を殺し、環境や建物を破壊しているのである。この構造こそ変え
なくてはならないであろう。さらに人を殺すことはよくない、とのメッセー
ジとともに、もう戦争は以前のように儲からず、自分たちの経済もむしばむ
ものだと言うことも伝えなくてはならないだろう。戦争の原因究明と平和社
会を創ることは、人類の最大の課題であろう。
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＜注＞
（1）戦争手段を中心とした発展段階の歴史は次のようなものである。棍棒や投石
などによる部族間闘争から、槍刀および弓矢を用いる古代国家の戦いへの移
行は、戦争の歴史の第一段階を画するものであった。第二段階に移行させた
のは、火器の発明と普及である。15 世紀頃から大砲や火縄銃が欧州に広が
り、中世から近世まで戦争は、殺傷と破壊の規模を次第に高めることになっ
た。第一次・第二次の世界大戦を通じて、戦争史は第三段階に入った。第一
次大戦は規模の大きさで史上最大の戦争になったのと、戦車、毒ガス、潜水艦、
飛行機など新兵器の投入によって、戦闘の局面は陸海空にわたり一変するに
至った。核の開発により人類は戦争史の第四段階に入った。このように人類
の絶滅を賭するような戦争は、もはやどのような政治的目的にも適合しえな
いものとなった（小林 2011 :86-87）。本稿では、戦争手段による発展の歴史で
はなく、社会や政治の関係の中で戦争原因の歴史的展開を考察していく。
（2）政治家らのプロパガンダにより、戦争へと民衆に進ませる方法を、英国の
外交官で政治家であるポンソンビーは、戦争プロパガンダの 10 の法則とし
た。彼による第一次大戦中の考察を、アンヌ・モレリが以下のようにまとめ
た。①われわれは戦争をしたくない。②しかし敵側が一方的に戦争を望ん
だ。③敵のリーダーは悪魔のような人間だ。④われわれは領土や覇権のため
ではなく、偉大な使命のために戦う。⑤われわれも意図せざる犠牲を出すこ
とがある。だが敵はわざと残虐行為に及んでいる。⑥敵は卑劣な兵器や戦略
を用いている。⑦われわれの受けた被害は小さく、敵に与えた被害は甚大
だ。⑧芸術家も知識人も正義の戦いを支持している。⑨われわれの大義は神
聖なものである。⑩この正義に疑問を投げかける者は裏切り者である（Morelli 
2001=2015）。これらは、政治家や軍人たちが、民衆に対して戦争へと駆り立
てる常套手段として使われたし、現在でも多用されている。
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